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昭和34年の伊勢湾台風によって壊滅的な被害を受けた木曽三川下流域は、我が国最大の

海抜ゼロメートル地帯であり、巨大台風襲来時には長期間にわたって大規模な高潮・洪水

被害が発生する恐れがある。このような災害から「犠牲者ゼロ」を実現するために、市町

村の枠を超える広域避難の実現にむけ、これまでに広域避難シミュレーションの構築やア

クションプランの策定を行ってきた。一方で広域避難の実現にはまだ、避難呼びかけの判

断基準やタイミングなど様々な課題が存在する。本稿では、これまでの取り組みを整理す

るとともに、広域避難を実現する上での課題と対応策について報告する。 
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１． はじめに 

 

我が国最大の海抜ゼロメートル地帯が広がる木曽三川

下流部は、図1のように昭和34年の伊勢湾台風により壊

滅的な被害を受けたため、災害復旧事業として高潮堤防

を整備した。しかし、その後、地下水のくみ上げにより、

当地域で広域地盤沈下が発生したため、堤防補強として

波返工の緊急かさ上げを実施した。これに続いて、本格

的な堤防補強として、川表側に消波工と波返工を設置す

る工事を進めており、現在、高潮区間の整備率は96％と

なっている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 伊勢湾台風による浸水状況図 

 

このように堤防の整備を進めてきているところである

が、木曽三川下流部は、図2のように低平地が広がって

いるため、従来の想定を超えるような巨大台風襲来時に

は、長期間にわたって大規模な高潮・洪水被害が発生す

るおそれがある。 

巨大台風による高潮・洪水災害から「犠牲者ゼロ」を

実現するためには、市町村の枠を超えた適切な避難誘導

とそれを円滑に実施するための計画が必要であるととも

に、地域社会における社会的機運を醸成し、問題意識を

共有しながら課題を解決していくことが重要である。 

本稿では、木曽三川下流部における広域避難に関する

取組の状況と今後の方向性について報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 木曽三川下流部の標高値 
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２． アクションプランの策定 

 

高潮や洪水により大規模かつ広域な浸水被害が発生し

た場合でも犠牲者ゼロとなることを目指して、図4の考

え方に基づき災害情報の伝達状況、住民の避難状況、高

潮や洪水などの災害現象を表現する広域避難シミュレー

ションの構築とそれを用いた避難誘導の検討や水災害講

演会、図5のようにシミュレーションの動くハザード

マップとしての木曽川下流河川事務所HPでの公開などの

意識啓発等を、平成21年度から継続的に実施してきた。 

この検討は、当初は桑名市長島地区の避難の検討から

始まったものの、当地域での避難誘導の検討にあたって

は、市町毎ではなく沿川全体として行う必要があったた

め、対象を徐々に沿川5市町（桑名市、木曽岬町、弥富

市、愛西市、海津市）に拡大し、これらを網羅した広域

避難シミュレーションを構築し、それを活用しながら検

討を行ってきた。 

平成25年には、群馬大学片田敏孝教授（現在は東京大

学大学院情報学環特任教授）をアドバイザーに迎え、沿

川5市町の首長と「木曽三川下流部 高潮・洪水災害広域

避難検討会」を設立した。この検討会は、木曽三川下流

部の高潮・洪水災害による犠牲者をゼロにすることを目

的に、管内５市町が集まり、避難シミュレーションを活

用しながら、地域の特性・課題等を踏まえ、広域避難実

現に向けた方策を検討する場である。 

平成27年10月には、犠牲者ゼロ・シナリオを実現する

ために必要となる方策等を、図6のように沿川5市町の首

長とともに「アクションプラン」として取りまとめた。 

アクションプランは、大規模水害による犠牲者ゼロの

実現において、最も理想的と考えられる「浸水区域内に

居住する全ての人を浸水の危険性がない安全な地域へ避

難」させることを目標とした「木曽三川下流部高潮・洪

水災害広域避難計画」を策定するために、平時より管内

の自治体及び木曽川下流河川事務所等が実施・解決すべ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 広域避難シミュレーションの考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 動くハザードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ アクションプランの策定 

き課題等についてとりまとめたものである。 

アクションプランの特徴としては、解決すべき重要な

ポイントを図3のように8項目抽出し、実施内容・実施主

体・関係機関の役割を明確化するとともに、短期・中長

期の視点で区分・整理したことである。 

図３ アクションプランの項目 
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３． 取組の進捗状況 

 

アクションプラン策定後、各市町において、アクショ

ンプランに関わる取組が実施されている。その取組の一

部を紹介する。 

 

(1)広域避難先の確保 

 海津市南部の地域（石津・西江・大江地区）は、仮に

上流部で決壊した場合には避難する方向が限られる一方

で、近隣の高台である養老山地の麓は、洪水の危険性は

低くなるが、多くの地域で土砂災害の危険性があり、必

ずしも避難場所として適切でない。このため、洪水の危

険性が低い三重県桑名市の2つの施設（多度公民館、多

度中小学校）へ、図7のように非常時に海津市民が避難

することについて事前に桑名市の了解を得た。 

 

(2) 逃げ遅れた住民の緊急避難誘導体制の確立 

 愛西市においては、民間工場の屋上へ実際に移動する

体験を行い、洪水等の災害を想定した高所階への避難訓

練を実施した。 

また、桑名市においては、高速道路会社と協定を締結

し、緊急避難施設を整備するとともに、避難訓練を実施

した。 

 

(3)住民の自助力・共助力の向上 

桑名市、木曽岬町においては、平成26年9月21日桑員

地区2市2町の協定に基づき、木曽岬町の住民を桑名市の

丘陵地へ受け入れる避難訓練を図8のように実施した。 

また、広域避難の重要性を重視し、平成28年10月26日

には三重県桑名地域防災総合事務所及び桑員２市２町に

よる広域避難に特化した協議を実施し、「浸水時におけ

る広域避難に関する協定」を締結した。 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 桑名市との協定による海津市の避難先確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 桑名市と木曽岬町による広域避難訓練 

４． 広域避難実現プロジェクト 

 

（１）広域避難の機運の醸成 

 3．のようにアクションプランに基づいて個々の自治

体での広域避難に向けての取り組みは行われるように

なった。一方で、木曽三川下流部全体で巨大台風襲来時

に広域避難の呼びかけや広域避難の実施を行う体制はま

だ不十分な点があった。そこで平成28年10月に、それま

での５市町から津島市、蟹江町、飛島村を加えた8市町

村による「広域避難実現プロジェクト」を立ち上げ、各

市町村の取り組みの発信、意見交換を行っていくことと

した。 

5市町から8市町村に拡大したのは、アクションプラン

の策定により、取り組むべき内容を検討する段階から取

り組みを着実に実施し、広域避難を実現していく段階と

なったこと、また、沿川5市町を対象としてきたが、氾

濫区域内にある津島市、蟹江町、飛島村の避難意向や取

り組みも反映し、氾濫域全体として円滑かつ確実な避難

を実現していく必要があることによるものである。 

この8市町村において犠牲者ゼロを実現するためのシ

ナリオは図9のとおりである。 

平成30年6月9日には、第3回木曽川下流部広域避難実

現プロジェクトを開催し、8市町村の首長が、伊勢湾台

風を超えるような大規模水害が生じた場合における地域

住民の防災意識向上や広域避難などの必要な取り組みに

ついて図10のように公開でディスカッションを行った。 

ディスカッションの全体講評において、アドバイザー

である片田教授より8市町村が連携した広域避難情報の

発表や、広域避難誘導体制の確立についての提案がなさ

れた。 

これを踏まえ、現在、8市町村が連携した広域避難情

報の発表や広域避難誘導体制の確立に向けた検討、調整

を進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 犠牲者ゼロに向けたシナリオ 

 

 

 

 

 

 

図１０ 第3回広域避難実現プロジェクト 
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（２）自主的広域避難の呼びかけの検討 

この第一段階として、まず、住民による自主的な広域

避難の実現を目的とした自主的広域避難情報の発表とそ

の体制や基準について検討を行った。 

従来の避難の考え方としては行政が避難所を確保し、

そこに住民が避難するというものであった。しかしなが

ら、近年、従来経験したことのない規模の災害が発生す

るようになり、従来の行政のやり方だけでは十分に対処

しきれなくなりつつある。特にゼロメートル地帯である

木曽三川下流部での広域避難となると、従来の行政のや

り方では避難先の確保や避難方法の確保など困難な点が

多い。 

そのため、まずは自力で広域避難先の確保が可能な住

民の方には自主的に避難をしてもらうという考え方のも

と、自主的広域避難情報の呼びかけから検討を行った 

 この取りまとめに当たっては、木曽川下流河川事務所

で広域避難計画の素案を作成した後にワーキングや幹事

会等で8市町村の意見や課題意識を確認し、自主的広域

避難の呼びかけに関して解決すべき課題や実施可能なフ

ローの検討を行った。また、8市町村の意識統一を図る

ため、令和元年5月26日に、第4回広域避難実現プロジェ

クトを開催し、図11のように広域避難について8市町村

首長同士でディスカッションを行い、当地域において想

定を越える台風が襲来した際に広域避難が必要であると

いう共通認識を持った。これらの取り組みの中で8市町

村から自主的広域避難の呼びかけについて挙がってきた

課題は表1のとおりである。 

 この課題の内、特に自主的広域避難の検討開始や呼び

かけのタイミングについては、いつ、どのタイミングで

行動を開始するのかあらかじめ基準を明確化し定めてい

ないと実際に災害の発生が予期される際に実行性にかけ

る計画となってしまう恐れがある。 

また、広域避難自体が市町村の単独での判断では実現

が難しく、情報提供等の面で国が支援を行う必要があり、

また、周辺市町村と共同で広域避難の呼びかけを行うこ

とで広域避難が必要な状況であるということを広く周知

する必要がある。 

そのため、広域避難の対象とする災害についてあらか

じめ気象状況に基づく基準を定めることとし、伊勢湾沿

岸地域全体での災害に対する取り組みとして行っている

東海ネーデルランド高潮・洪水地域防災協議会（TNT）

の危機管理行動計画に記載のある基準を準用しつつ、ま

た、他地域での事例である利根川中流域4県境及び江東5

区も参考にしつつ、広域避難の検討開始と呼びかけの基

準となる気象状況やその判断タイミングを図12のとおり

定めた。このフローを定めるに当たって事前に名古屋地

方気象台と協議を行い、このフロー内での自主的広域避

難の検討や呼びかけの際に、木曽川下流河川事務所と名

古屋地方気象台で協議を行い8市町村に情報提供が行え

る体制を構築した。このフローに基づいて自主的広域避 

 

図１１ 第4回広域避難実現プロジェクト 

 

表１ 市町村からの主な意見 

 

 

 

図１２ 自主的広域避難情報の発表フロー 

市町村からの意見（抜粋）
広域避難実現プロジェクトは、最初の呼びかけの発表ま
でとなっているがその後の助言及び支援等を検討してい
ただきたい。
避難先をどこにするのか具体的に決めてほしい。
発令した後の対応やケアについても検討していただきた
自主的広域避難情報だと既存の自主避難情報と混同さ
れることが懸念される。
自主的広域避難情報の発表について事前の定型文は必
要である。
共同検討とあるがそのトリガーは誰が引くのか。木曽川
下流河川事務所が招集をかけるのか。
市町村が住民に対して伝えてもどれだけ分かってもらえ
るのか、正直厳しい。政府や国などから言って、アピール
してもらわないとなかなか理解してもらえない。

従前の避難情報から新たに情報が増えることになるのだ
が、この自主的広域避難情報がどの辺りに位置づけられ
るのか。
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難の呼びかけを行うことで単独の市町村の判断としてで

はなく、周辺市町村と共同での判断として広域避難の実

施が可能となると考えられる。 

 また、8市町村の中には、特に実務担当者のレベルに

おいて、早期の段階での自主的広域避難の呼びかけに対

し、避難先が定まっていない段階で住民に避難を呼びか

けることに難色を示している自治体もあった。そのため、

令和元年台風19号で関東において、これまでも広域避難

についての検討がなされていた利根川中流域4県境及び

江東5区で実際に広域避難に関する動きがあったことか

ら、両地域の取り組みの構成自治体である東京都江戸川

区と茨城県境町より実務担当者を招いての勉強会を行っ

た。この勉強会において、令和元年台風19号の際の両地

域での広域避難の動きやこれまでの広域避難についての

取り組みを共有してもらうと共に、勉強会において担当

者同士でディスカッションを行うことで避難先が決まっ

ていなくてもまずは避難し命を守ることが大切であると

いう8市町村の間で共通認識をもち、まずは自主的広域

避難の呼びかけから行うという方針で意思統一を行った。 

 

（３）広域避難計画第1版の公表と今後の展望 

 これらの検討を踏まえ、自主的広域避難情報の検討と

その呼びかけについて広域避難計画第1版として取りま

とめ、令和2年8月3日に書面で開催した第５回広域避難

実現プロジェクトにおいて8市町村の合意を取り、令和2

年8月19日に首長参加のWEB会議により報道機関を通し

て広域避難計画を公表した（図13）。この計画の公表に

よって、今後、木曽三川下流部において実際に広域避難

の必要な状況が発生した際に広域避難実現プロジェクト

として広域避難のための呼びかけが可能となった。今後

はこの計画が実際に災害時に機能するよう、気象台との

連絡窓口等の調整や市町村と共同での計画に沿った運用

訓練の実施、実運用などを通して、検討段階では見えて

こなかった課題を抽出し、より実効性の高い計画へと改

良していく予定である。 

また、この計画はまだ木曽三川下流部における犠牲者

ゼロを目的とした広域避難の実現にむけた取り組みとし

ては第一歩である。今後、広域避難計画の完成に向けて

取り組むべき内容をアクションプランの項目ごとに分け、

どのタイミングで何を取り組むか、図14のようにロード

マップとして取りまとめている。今後、このロードマッ

プにのっとり、自主的な広域避難の後の段階である緊急

的な避難の段階や自力での自主的な広域避難が難しいと

考えられる避難行動要支援者の広域避難実現のための取

組を進めつつ、伊勢湾沿岸地域における類似の取り組み

であるTNTや江東5区、利根川中流域4県境などの他地域

での広域避難の実現に向けたと取り組みとも協力しなが

ら、木曽三川下流部における高潮・洪水災害時の犠牲者

ゼロの実現に向け取り組みを進めていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１３ 広域避難計画第1版の公表 

 

 
図１４ ロードマップ 

 

５． まとめ 

 

中央防災会議では、H28.9に「洪水・高潮氾濫からの 

大規模・広域避難検討ワーキンググループ」を設置し、

平成30年3月5日に「洪水・高潮氾濫からの大規模・広域

避難に関する基本的な考え方（報告）」が公表されてお

り、大規模・広域避難に関する取組の推進が重要となっ

ている1)。 

また、平成29年九州北部豪雨や平成30年7月豪雨、令

和元年台風19号、令和2年7月豪雨など毎年のように激甚

な災害が発生しており、気候変動の影響により、更なる

激甚化が懸念される中、住民避難を促進するための取組

の充実が求められている。 

今回公表した広域避難計画第1版だけでは犠牲者ゼロ

の実現に向け課題や検討すべき事項が残っているため、

当事務所としては、首長が適切に避難指示・勧告等の判

断を支援するための情報提供に引き続き努めるとともに、

今回策定された広域避難計画第1版の運用の支援や課題

の抽出と改善、今後の第2版以降の計画の検討、自主的

な広域避難についての意識啓発、各市町村の協定等に基

づく広域避難が円滑に実施されるための具体的な支援方

策等についても、引き続き市町村と連携・協力しながら

検討を進めていきたい。 
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